
経産省　脱炭素事業詳細案内

※NOをクリックすると該当の資料へ移動します

NO 項目 実施期間 お問い合わせ先

1
脱炭素機器のリース料低減を通じてESGリースの取り組みを促進し、

サプライチェーン全体での脱炭素化を支援します。
～令和7年度

環境省大臣官房環境経済課環境金融推進室

電話：03-5521-8240

2
工場・事業場の設備更新、電化・燃料転換、運用改善による

脱炭素化に向けた取組を支援します。
～令和7年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室

電話：03-5521-8354

3
再ｴﾈ・蓄電池の導入及び価格低減促進と調整力の確保等により、

再ｴﾈ主力化とﾚｼﾞﾘｴﾝｽ強化を同時に向上させます。
～令和6年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8339

4
業務用施設のZEB化・省CO2化に資する高効率設備等の導入を

支援します。
～令和5年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8355

5
2050年温室効果ガス総排出量80%削減の実現に向けた、

地域循環共生圏の構築を目指します。
～令和5年度

地球環境局地球温暖化対策事業室ほか

電話：03-5521-8339/55

水・大気環境局自動車環境対策課

電話：03-5521-8303

6
感染症対策を推進しつつ災害・停電時にも避難施設等へのエネルギー供給が可

能な再生可能エネルギー設備等の導入を支援します。
～令和7年度

環境省大臣官房環境計画課

電話：03-5521-8233

7
I・IoT・５G等の急激な普及を見据えて、省CO2・省エネ型の

脱炭素イノベーションの創発と展開支援を実施。
～令和7年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8339

8
配送需要増加、防災性向上、地域資源である再エネ有効活用等の

課題を同時解決する地域貢献型脱炭素物流モデルの構築を図る。
～令和6年度

環境省水・大気環境局自動車環境対策課

電話：03-5521-8302

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8339

9 脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素の活用を推進します。 ～令和7年度
環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話: 03-5521-8339



経産省　脱炭素事業詳細案内

※NOをクリックすると該当の資料へ移動します

NO 項目 実施期間 お問い合わせ先

10
廃棄物エネルギーの有効活用等により、地域循環共生圏構築に資する

廃棄物処理事業を支援します。

(１)～令和６年度

(２)～令和４年度

環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課

電話：03-5501-3157 又は

廃棄物適正処理推進課

電話：03-5521-9273

11
廃熱・未利用熱等を有効活用し、地域の脱炭素社会づくり・分散型エネルギー

活用を推進します。
～令和5年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8339

12
環境省が実用化・製品化に向け実証してきた省CO2のための部材や素材の社

会実装に向けた取組を支援します。
～令和6年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室

電話：03-5521-8339

13
国立公園等での誘客やワーケーションの推進により、新型コロナウイルスからの反

転攻勢と地域活性化を図ります。
令和2年度～

自然環境局国立公園課

電話：03-5521-8277

国立公園利用推進室

電話：03-5521-8271

14
集合住宅の省エネ・省CO2化、断熱リフォームを支援するとともに、災害時のレジ

リエンスを強化します。
～令和5年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課脱炭素ライフスタイル推進室

電話：03-5521-8341 FAX：03-3581-3348

15 戸建住宅の高断熱化による省エネ・省CO2化を支援します。 ～令和7年度
環境省地球環境局地球温暖化対策課脱炭素ライフスタイル推進室

電話：03-5521-8341

16 先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器の導入を支援します。 ～令和4年度
環境省地球環境局地球温暖化対策課フロン対策室

電話：03-5521-8329





お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業

①～②間接補助事業 (①補助率1/2、②補助率1/3)、③委託事業

① 脱炭素化促進計画の策定支援 (補助率: 1/2、補助上限 100万円)

CO2排出量50t以上3000t未満の工場・事業場を保有する事業者に対し、

CO2排出量削減余地の診断および「脱炭素化促進計画」の策定を支援

② 設備更新に対する補助 (補助率: 1/3)

設備補助 A. 「脱炭素化促進計画」に基づく設備更新の補助 (補助上限1億円)

工場・事業場単位で15%削減または主要なシステム系統で30%削減

設備補助 B. i)～iii)を満たす「脱炭素化促進計画」に基づく設備更新の補助

(補助上限5億円)

ⅰ）ガス化または電化等の燃料転換

ⅱ）CO2排出量を1,000t-CO2/年以上削減

ⅲ）システム系統でCO2排出量を30％削減

③ CO2排出量の算定・取引、事例分析

参加事業者のCO2排出量等の管理等、実践例の分析・横展開の方策検討

① 業務部門・産業部門における2030年目標や2050年目標の達成に向けて、工場・事業場における先導的な脱炭素化

に向けた取組を推進する。

(先導的な脱炭素化に向けた取組: 削減目標設定、削減計画策定、設備更新・燃料転換・運用改善の組み合わせ)

② 脱炭素化に向けて更なる排出削減に取り組む事業者の裾野を拡大する。

工場・事業場の設備更新、電化・燃料転換、運用改善による脱炭素化に向けた取組を支援します。

【令和３年度要求額 4,800百万円（新規）】

民間事業者・団体、地方公共団体一般

令和３年度～令和７年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 電話：03-5521-8354 FAX：03-3580-1382

■補助・委託先

事業イメージ
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

（１）公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業

（２）再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業

1. ①オフサイトから運転制御可能な需要家側の設備、システム等導入支援事業

②再エネの出力抑制低減に資するオフサイトから運転制御可能な発電側の設備、

システム等導入支援事業

2. 離島における再エネ主力化に向けた運転制御設備導入構築事業

（３）平時の省CO2と災害時避難施設を両立する直流による建物間融通支援事業

（４）ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業

（５）再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業

（６）データセンターの脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（一部 総務省・経済産業省 連携事業）

事業イメージ

間接補助事業（補助率、定額、２／３※、１／２※、１／３）(※一部上限あり) ／委託事業

• オンサイトPPAモデル等の新手法による再エネ・蓄電池導入を支援し、価格低減を図りつつ、地域の再エネ主力化を図る。

• 公共施設やその他の需要側設備等のエネルギー需要を遠隔制御することにより、変動制再エネ（太陽光、風力等）に対する地

域の調整力向上を図る。

• デジタル分野の主要排出減であるデータセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化に向けた取組を促進する。

再ｴﾈ・蓄電池の導入及び価格低減促進と調整力の確保等により、再ｴﾈ主力化とﾚｼﾞﾘｴﾝｽ強化を同時に向上させます。

【令和3年度要求額 18,600百万円（4,000百万円）】

地方自治体、民間事業者・団体等

(１)・(２)・(３)令和２年度～令和６年度 、（４）・（５）・（６）令和３年度～令和６年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339

■委託・補助先

需要家側の運転制御による需給バランスの調整

再エネ比率向上 運転制御

需給調整
需要家側供給側

＊EVについては、(1)・(2)-1-➀・(2)-2・(3)・(4)のメニューにおいて、通信・制御機器、充放電設備
又は充電設備とセットで外部給電可能なEVに従来車から買換えする場合に限り、蓄電容量の1/2(電
気事業法上の離島は2/3)×2万円/kWh補助する。（上限あり）

＊継続分を除く事業は組み合わせて行う事も可能

需要家（企業等） 発電事業者

オンサイトPPAによる再エネ・蓄電池導入

太陽光パネル設置等

電気利用料



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業)

事業イメージ

間接補助事業

（１）レジリエンス強化型ZEB実証事業 （※他の(２)～(6)のメニューに優先して採択）

災害発生時に活動拠点となる、公共性の高い業務用施設（地方公共団体庁舎等）におい

て、脱炭素化と感染症対策を兼ね備えたレジリエンスを強化したZEBに対して支援。

（２）ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（経済産業省連携）

地方公共団体所有施設及び民間業務用施設等に対し省エネ・省CO2性の高いシステム・

設備機器等の導入を支援。

（３）既存建築物における省CO2改修支援事業（一部国土交通省連携）

既存民間建築物、テナントビル及び業務用施設として利用する空き家等の省CO2改修支援。

（４）国立公園宿舎施設の省CO2改修支援事業

国立公園内で宿舎事業を営む施設に対し、省CO2性の高い機器等の導入を支援。

（５）上下水道・ダム施設の省CO2改修支援事業（厚生労働省、国土交通省連携）

上下水道・ダム施設における再エネ設備、省エネ設備等の導入・改修を支援。

（６）平時の脱炭素化と災害時の安心を実現するフェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業

平時の省CO2化と緊急時のエネルギー自立化が図られ、災害時には一時避難生活が可能な

独立型施設（コンテナハウス等）への支援。

① 業務用建築物におけるZEB化・省CO2改修の普及拡大

② 2030年度の業務その他部門からのCO2排出量約４割削減（2013年度比）に貢献

③気候変動による災害激甚化や新型コロナウイルス等の感染症への適応を高めつつ、快適で健康な社会の実現を目指す。

業務用施設のZEB化・省CO2化に資する高効率設備等の導入を支援します。

【令和３年度要求額 16,665百万円（5,400百万円）】

民間事業者・団体／地方公共団体一般

平成30年度～令和5年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355

■補助対象

再生可能エネルギー設備や蓄電池
等を導入した平時の省CO2化と感

染症発症時の一時避難生活が可
能な独立型施設の実現と普及拡
大を目指す

（６）平時の脱炭素化と災害時の安心を実現する
フェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業

（１）レジリエンス強化型ZEB実証事業

（補助イメージ）
再生可能エネルギー設備や蓄電
池等を導入し、停電時にもエネ
ルギー供給が可能であって、換
気機能等の感染症対策も備えた
レジリエンス強化型ZEBの実現
と普及拡大を目指す

（補助イメージ）



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（一部 総務省・経済産業省・国土交通省 連携事業）

事業イメージ

委託事業／間接補助事業（定額,2/3,1/2,1/3,1/4※一部上限あり。）

（１）地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業

① 地域循環共生圏の構築に向けた取組の評価改善事業

② 脱炭素型地域づくりに向けた地域のネットワーク構築事業

③ 地域の再エネ自給率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型地域エネルギーシス

テム構築支援事業

④ 激甚化する災害に対応したエネルギー自給エリア等構築支援事業

⑤ ゼロカーボンシティにおける屋外照明のスマートライティング化・ゼロエミッション

化モデル事業

⑥ 温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業

（２）地域の脱炭素交通モデル構築支援事業

① 自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援事業

② グリーンスローモビリティの導入実証・促進事業

③ 交通システムの低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業

• 地域の再エネ自給率最大化の実現と、防災性の高い自立・分散型エネルギーシステム構築や自動車CASE等を活用し

た地域の脱炭素交通モデル構築に向けた事業を支援し、将来的な地域循環共生圏の構築を目指す。

• こうした取組により地域への投資促進や雇用創出、災害時のレジリエンス強化にも貢献し、新型コロナウイルスパ

ンデミック後の強靱な地域社会・経済づくりにも資する。

2050年温室効果ガス総排出量80%削減の実現に向けた、地域循環共生圏の構築を目指します。

【令和３年度要求額 12,500百万円（8,000百万円）】

民間事業者・団体、地方公共団体等

令和元年度～令和５年度

地球環境局地球温暖化対策事業室ほか:03-5521-8339/55 水・大気環境局自動車環境対策課：03-5521-8303

■委託先及び補助対象

再生可能エネルギー 地域の課題

地域循環共生圏の構築

脱炭素社会構築の支援



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

支援対象

間接補助事業 ①補助率1/3、1/2又は2/3 ②1/2（上限：500万円/件）

地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設に、再生可能

エネルギー設備等の導入を支援し、平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエ

ネルギー供給等の機能発揮を可能とする。

①公共施設（避難施設、防災拠点等）にレジリエンスに資する再生可能エネルギー設備、

未利用エネルギー活用設備、及びコジェネレーションシステム並びにそれらの附帯設

備（蓄電池、充放電設備・充電設備（※１）、自営線、熱導管等）等を導入する費用

の一部を補助。CO2削減に係る費用対効果の高い案件を採択することにより、再エネ

設備等の費用低減を促進。また、自治体にとって初期費用のかからないビジネスモデ

ル（例：エネルギーサービス、リース・ESCO等）により導入する等の場合に採択審査

で加点。
※１ EVについては、通信・制御機器、充放電設備又は充電設備とセットで外部給電
可能なEVに従来車から買換えする場合に限り、蓄電容量の1/2×2万円/kWh補助する。
②①の再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う事業の費用の一
部を補助。

昨今の災害リスクの増大に伴い、災害・停電時の避難施設等へのエネルギー供給等が可能な再エネ設備等を整備し、併せて避難施設等へ

の高機能換気設備の導入の推進や感染症対策を踏まえた地域の防災体制構築を推進することにより、災害や感染症に強い脱炭素地域づくりを

推進する。

感染症対策を推進しつつ災害・停電時にも避難施設等へのエネルギー供給が可能な再生可能エネルギー設備等の導入を支援します。

【令和３年度要求額 9,200百万円（新規） 】

地方公共団体、民間事業者・団体等（エネルギーサービス・リース・ESCO等を想定）

令和３年度～令和７年度

環境省大臣官房環境計画課 電話：03-5521-8233

■補助対象

民間企業
（エネルギーサービス、リース、ESCO
等)

※災害時にも活用できる
再エネ設備等

地方公共団体

※公共施設等
(避難施設、防災拠点)

エネルギー
費用を支払い

※初期費用のか
からない事業モデ
ルを推進

エネルギーサービスの
提供
























